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本⽇の御議論

 今冬の電⼒需給対策について、前回（第66回）の本委員会で御議論いただき、決
定した各種対策を実施してきた。

 また、前回（第66回）の本委員会において、「2024年度以降の電⼒需給運⽤におけ
る広域化」について御議論をいただき、電⼒需給ひっ迫時の周知の重要性について御
意⾒をいただいた。

 本⽇は、今冬の電⼒需給対策の実施状況を御報告するとともに、2024年度の電⼒
需給について現時点での⾒通しをお⽰しし、今後の追加供給⼒確保策の基本的な⽅
向性について御議論いただきたい。

 また、2024年度以降における電⼒需給ひっ迫時の周知の取組について御紹介する。



１．今冬の電⼒需給対策の実施状況について

２．2024年度⾼需要期における電⼒需給について

３．2024年度以降における電⼒需給ひっ迫時の周知について
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2023年度冬季の電⼒需給対策
 2023年度冬季の電⼒需給⾒通しについて、前回（10⽉31⽇）の本委員会で御議

論をいただき、「2023年度冬季の電⼒需給対策」を決定。
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【参考】向こう3か⽉の天候の⾒通し（気象庁発表）

（出典）気象庁HP（向こう3ヶ⽉の天候の⾒通し）全国（12⽉〜2⽉） https://www.data.jma.go.jp/cpd/longfcst/kaisetsu/?region=010000&term=P3M

 2023年11⽉21⽇に気象庁が発表した「向こう3か⽉の天候の⾒通し」によれば、今冬
の気温は、北⽇本で平年並か⾼く、東・⻄⽇本と沖縄・奄美で⾼い⾒込み。

※2023年11⽉21⽇ 気象庁発表
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【参考】業界団体等への働き掛け
 2023年度冬季は、全エリアで安定供給に最低限必要な供給⼒の確保はできているも

のの、想定外の事象が⽣じた場合は、安定供給に⽀障が⽣じるおそれがあることから、発
電事業者等に対して各種要請を実施。

要請事項 要請先 具体的内容

・保安管理の徹底

・発電事業者 ・保安管理等の徹底及び計画外停⽌の未然防⽌

・電気管理技術者及び電気保安法⼈
・冬季の⾃然災害に備え、電気⼯作物の⼊念な点検を実施す
るとともに、必要に応じて電気⼯作物の設置者に対し、補強・
補修・修理等を指⽰⼜は助⾔する等、電気設備の保安管理
の徹底

・再エネ発電事業者 ・業界団体を通じて、メンテナンス時期の調整や早期の実施を求
め、⾼需要期の発電量の安定化を図る

・燃料確保 ・発電事業者
（⽕⼒発電設備を有する事業者）

・「需給ひっ迫を予防するための発電⽤燃料に係るガイドライン」
に基づく、燃料確保の徹底

・⾃家発電設備の活⽤ ・特定⾃家⽤電気⼯作物の設置者
・⼩売電気事業者やアグリゲーターとのDR（ディマンド・リスポン
ス）契約の締結

・卸電⼒取引所への積極的な電⼒供出の準備

・供給⼒確保等 ・⼩売電気事業者 ・相対契約や先物市場等を活⽤した供給⼒確保やリスクヘッジ
・ディマンド・リスポンス契約の拡充等の検討

＜電⼒需給対策を踏まえた各種要請＞
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【参考】省エネ対策の実施を通じた、省エネ型の経済・社会構造への転換

（出典）資源エネルギー庁HP 「令和５年度補正予算における省エネ⽀援策パッケージ」
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html
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【参考】電⼒・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する官⺠連絡会議
 本年12⽉1⽇、第3回電⼒・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する官⺠連絡会議を
開催し、電⼒・ガスの需給の状況、LNGの調達・確保の重要性について、電⼒・ガス事
業者や資源開発事業者、商社各社等と認識や懸念事項を共有した。

 今冬や今後の原燃料の安定調達に向け、資源エネルギー庁から以下の要請を⾏った。
 引き続き計画的かつ着実なLNGの調達
 電⼒・ガス需給がひっ迫した際の、業界の垣根を越えた協⼒

●電気事業者
電気事業連合会、東北電⼒、JERA、関⻄電⼒、中国電⼒
●ガス事業者
⽇本ガス協会、東京ガス、東邦ガス、⼤阪ガス、⻄部ガス
●資源開発事業者・商社
⽯油鉱業連盟、⽯油資源開発、INPEX、三菱商事、三井物産
●関係団体
電⼒広域的運営推進機関、エネルギー・⾦属鉱物資源機構

●開催⽇時
2023年12⽉1⽇ 14:00〜14:30
●議題
今冬の国内電⼒・ガスの需給とLNG調達について

第3回開催概要

参加事業者等

※資料等については、資源エネルギー庁HPにおいて公表
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【参考】LNGの安定供給に関する地域協議会
 業界を超えたLNGの融通の枠組みのうち、各地域における枠組みを再確認すべく、本

年11⽉29⽇〜12⽉6⽇にかけて地域ごとに「LNGの安定供給に関する地域協議会」
を開催した。

 電⼒・ガス事業者をはじめ原燃料調達を担う主要な事業者間で、今冬における各社の
調達状況の⾒通しや懸念事項、各社が有するLNG基地や発電所の制約事項等を
共有し、今後さらに連携を深めていく旨を確認した。

地域 参画事業者（順不同）
北海道 北海道電⼒、北海道ガス
東北 東北電⼒、仙台市ガス局、JAPEX
関東 JERA、東京ガス、静岡ガス
中部 JERA、東邦ガス
北陸 北陸電⼒、JERA
近畿 関⻄電⼒、⼤阪ガス

中国・四国 中国電⼒、広島ガス、四国電⼒
九州・沖縄 九州電⼒、⻄部ガス、⽇本ガス、沖縄電⼒

※各地⽅経済産業局と資源エネルギー庁がオブザーバーとして参加。
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【参考】⼤⼿電⼒会社のLNG在庫の推移（2023年12⽉3⽇時点）
 ⼤⼿電⼒会社のLNG在庫は、冬に向けた積み上げが進んでおり、最新（12/3時点）の在庫

は219万トンと、過去5年平均と同程度の⽔準となっている。

※⼤⼿電⼒会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量。

単位︓万トン

12/3時点（最新）
219万トン



１．今冬の電⼒需給対策の実施状況について

２．2024年度⾼需要期における電⼒需給について

３．2024年度以降における電⼒需給ひっ迫時の周知について
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2024年度電⼒需給⾒通し
 2024年度夏季・冬季ともに、現時点で全エリアとも10年に⼀度の厳しい暑さ・寒さを想定した場
合の需要に対して、安定供給に最低限必要な予備率3％を確保できる⾒通し。
※今後、需要想定の⾒直しや電源の補修⼯程の変更等の需給両⾯で変化要因が残されており、引き続き予備率が変動することに注意が必要。

 他⽅、供給⼒にはトラブル停⽌のリスクが⾼い運転開始後40年以上の⽼朽⽕⼒が約１割※1

を占めていることに加え、⽕⼒発電所が東京湾岸に集中※2している等、⼀定のリスクがある状
況は継続。
※1 東京エリアにおける⽕⼒発電所のうち、2024年度夏季予備率最⼩の7⽉、冬季予備率最⼩の1⽉の供給⼒全体に対する⽼朽⽕⼒の割合
※2 ⽕⼒発電所約3,000万kWが東京湾岸に集中

厳気象H1需要に対する予備率

（出典）第92回（2023年11⽉17⽇）調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3
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【参考】予備率の変動要因
 2023年度供給計画（2023年３⽉）以降のトラブル等※1を反映。⾺瀬川第⼀１号
機の点検取りやめにより供給⼒が増した⼀⽅、同２号機、⾼浜３号機の補修等に伴
う停⽌期間の延⻑のため値が減少した。

主要な発電機における供給⼒の変化要因※2

※1 表に記載した発電機の他にも事業者の需給対策やトラブル等により供給⼒が変化した発電機等があり、需給バランスに反映
※2 2023年3⽉時点から変更がない補修計画や単⽇作業等は省略
※3 ⾼浜３号機は2023年11⽉21⽇時点で、同年12⽉25⽇に発電機が並列予定である旨公表

（出典）第92回（2023年11⽉17⽇）調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3

補修等に伴う停⽌期間(3⽉時点)
補修等に伴う停⽌期間 (現時点)

エリア
発電所名

号機
（電源種別）

設備容量
（万kW）

2024年度
変更理由

4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

中部 新豊根
（⽔⼒） 4号 － 22.5 不具合補修

中部 ⾺瀬川第⼀
（⽔⼒） 1号 ＋ 14.4

2号不具合に伴う
作業内容及び⼯
程変更

中部 ⾺瀬川第⼀
（⽔⼒） 2号 － 14.4 不具合補修

関⻄ ⾼浜※3

（原⼦⼒） 3号 － 87.0
定期検査延⻑
（25/1/16~は
定期検査）

2023/5/4~2024/4/30

10/1~12/10

4/3~12/10

点検取りやめ

1/16~未定

2023/9/18~未定※３

2023/5/8~2025/11/30

10/1~12/109/23~9/29
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【参考】供給⼒に織り込んでいない要素
 新設⽕⼒における試運転では、安定運転のために必要な燃焼試験等の制限はあるが、
実機検証時のトラブルがなければ実需給断⾯で追加供給⼒となりうる。

エリア 発電所名・号機 設備容量
（電源種別） （万kW）

2024年度

4⽉ ５⽉ ６⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ ３⽉

東
京

五井
（⽕⼒） １号 78.0

五井
（⽕⼒） ２号 78.0

五井
（⽕⼒） ３号 78.0

＜2024年度に試運転を実施する新設発電機※＞

※試運転開始後においても、作業停⽌等により試運転不可となる期間がある

（出典）第92回（2023年11⽉17⽇）調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3

３⽉ 〜 試運転 2024年8⽉
営業運転開始予定

６⽉ 〜 試運転 2024年11⽉
営業運転開始予定

10⽉〜試運転 2025年3⽉
営業運転開始予定
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【参考】⽕⼒発電設備の運転開始からの経過年数（東京エリア）
 2024年度の電⼒需給の⾒通し（夏季︓7⽉、冬季︓1⽉）における、供給⼒に含ま

れている⽕⼒発電設備には、運転開始から期間が⼀定程度経過している設備も存在
し、丁寧な状況把握が必要。

（万kW）

（出典）2023年度供給計画及び直近の事業者の変更届出やトラブル等の状況を反映した電⼒広域的運営推進機関提供データを基に資源エネルギー庁作成

(※)運転開始から2023年12⽉1⽇までに経過した年数を計上
(※)出⼒は送電端を使⽤

（経過年数）
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【参考】2024年度全国の⽉別の補修量分布

（出典）2023年度供給計画を基に資源エネルギー庁にて作成

 発電事業者には、夏季⾼需要期（7⽉〜9⽉）及び冬季⾼需要期（12⽉〜3⽉）
について、既に補修点検の実施を回避いただいているが、端境期（特に6・11⽉）の
電⼒需給にも配慮しつつさらなる補修時期の調整に取り組む。
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今後の追加供給⼒確保策の基本的な⽅向性
 2024年度については、10年に⼀度の厳しい暑さ、寒さを想定した場合の厳気象H1需

要に対して、現時点では安定供給に最低限必要な⽔準である予備率3％を確保でき
ている。

 ⾼需要期における供給⼒には、⽼朽化した⽕⼒発電設備も多く含んでいるなど構造
的な課題を抱えており、設備トラブル等のリスクを踏まえると、予断を許さない状況。

 以上のリスクを考慮し、追加供給⼒確保策は早めに実施しておく必要がある。
 追加供給⼒確保策の実施にあたっては、最⼩の費⽤で最⼤の効果を得ることが重要。

電⼒広域的運営推進機関を中⼼に、最も費⽤負担の⼩さい対策である、発電所の補
修点検時期のさらなる調整を早期に取り組むこととしてはどうか。

 ⼀⽅で、端境期に電源の補修が過度に集中してしまうと、6・11⽉といった端境期に季
節外れの⾼需要等が⽣じた際に、電⼒需給に影響が⽣じる可能性がある。

 そのため、端境期の電⼒需給の状況も確認しつつ、端境期に影響が⽣じないよう⼗
分配慮したうえで、必要に応じ可能な範囲で補修調整を⾏うこととしたい。



１．今冬の電⼒需給対策の実施状況について

２．2024年度⾼需要期における電⼒需給について

３．2024年度以降における電⼒需給ひっ迫時の周知について
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計画停電の広域的な実施の周知
 2024年度以降の計画停電の実施については、基本的には広域予備率により判断されることとな

る。
 需給運⽤の広域化について、⼀般的な理解は広がりつつあると考えられるが、計画停電の広域的な

実施についても、社会的受容性の観点から様々な機会を通じて周知を図っていくことが重要である。
第66回電⼒・ガス基本政策⼩委員会

(2023年10⽉31⽇)資料4
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【参考】前回（10/31）の本委員会における主な意⾒
 前回（10/31）の本委員会においても、周知の重要性について御意⾒をいただいた。

 広域ブロック単位での計画停電について理解が難しいと思う。隣のエリアで起きた事故による計画停電の周知に
ついては、広域機関や⼀送と連携するとの記載があるが、当然国からの周知活動が重要と考えるのでしっかりお
願いしたい。

 広域ブロックの計画停電という考え⽅に移⾏する以上、計画停電を⾏うことの周知は必要であるがそれが不公
正だという考え⽅がそもそもおかしいと考える。隣は停電しないで、⾃分の地域は計画停電だというのは理解され
ないだろうが、被害を受けた地域も停電をした上で、被害を分かち合うことは⾃然な考え⽅。広域ブロック単位で
はなくエリアという発想にとらわれる必要はない。政府の⽅も我々も⾊々な形で情報発信をしないといけないと感
じた。

 2022年3⽉に東⽇本で電⼒需給がひっ迫した際にはメディアなどを活⽤して、周知を⾏っていただき、⼀定の効
果が得られたと認識している。来年度における需給運⽤についても多様な媒体を使⽤してフロー図などの周知を
図っていただきたい。広域予備率の⾒通しや計画停電の広域運⽤の制度導⼊についても意義も含め丁寧な説
明をお願いしたい。

 東⽇本⼤震災の時には23区のうち、2つの区で計画停電を実施した。その際に多くの疑念が出たと認識してい
る。説明責任を果たすことによる不公平感の解消や警報等との併⽤の在り⽅等を整理し、丁寧に説明を⾏うこ
とが必要。

 計画停電の際の緊急速報メールについて、停電となると⽣活の⾏動を変えるものになるので、準備・⼼づもりが
可能となるよう、できるだけ正確に早い段階で周知を⾏っていただきたい。
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【参考】計画停電に関する周知について
 計画停電の実施については、現在も、電⼒広域的運営推進機関や各⼀般送配電事

業者のHPにおいて周知しているが、各社の掲載内容については、2024年度の広域運
⽤開始までに掲載内容の⾒直し※を⾏う。

事業者名 計画停電に関する各社周知サイト

北海道電⼒株式会社 万⼀の際の計画停電実施時の考え⽅について 〜極めて稀な災害等のリスクに備えて〜
https://www.hepco.co.jp/info/2018/1226371_1753.html

東北電⼒株式会社 万⼀の際の備えとしての計画停電の考え⽅の公表について
https://www.tohoku-epco.co.jp/pastinformation/1197426_821.html

東京電⼒PG株式会社 「万⼀の備えとしての計画停電の準備」について
https://www.tepco.co.jp/pg/company/press-information/information/2018/1500127_8917.html

中部電⼒株式会社 万⼀の際の計画停電の考え⽅について
https://www.chuden.co.jp/publicity/topics/3268296_21498.html

北陸電⼒株式会社 万⼀の事態に備えた計画停電の考え⽅について
https://www.rikuden.co.jp/info/attach/keikakuteiden.pdf

関⻄電⼒送配電株式会社 電⼒需給の状況が改善しない場合における万が⼀の備えについて
https://www.kansai-td.co.jp/denkiyoho/planned-power-outage.html

中国電⼒NW株式会社 万⼀の事態に備えた計画停電の考え⽅について
https://www.energia.co.jp/nw/company/activity/disaster/pdf/keikakuteiden.pdf

四国電⼒送配電株式会社 万⼀の際の計画停電実施時の考え⽅について
https://www.yonden.co.jp/nw/assets/news180710.pdf

九州電⼒株式会社 万⼀の際の備えとしての計画停電の考え⽅について －平時から突発的な災害発⽣等に備えます－
https://www.kyuden.co.jp/notice_keikaku18.html

電⼒広域的運営推進機関 万⼀の際の備えとしての計画停電の考え⽅について
https://www.occto.or.jp/oshirase/shiji/180710_keikakuteiden_kangaekata.html

※災害が発⽣した地域の隣接エリアで計画停電が⾏われる可能性があることの追記等
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電⼒需給ひっ迫時における緊急速報メールの活⽤について
 電⼒需給ひっ迫警報等を発出した上で、なお供給⼒が不⾜する場合において、不⾜
ブロック内の携帯ユーザーに対して、資源エネルギー庁から「緊急速報メール」を使⽤し、
最終の節電要請及び計画停電の実施※（※実施の可能性も含む）に関する内容を配信するこ
ととしている。

 前回（10/31）の本委員会において委員より、停電の発⽣は需要家の⾏動を変える
ことになるため、正確かつ迅速に周知を⾏う必要性がある旨御意⾒をいただいた。

 需給ひっ迫時に配信する緊急速報メールについては、需要家に対する節電の呼びかけを
通じて、できる限り計画停電を回避するための「①計画停電実施の可能性（最終の節
電要請）」、計画停電の実施を周知するための「②計画停電の実施」の2段階に分け
ることとしてはどうか。

 なお、緊急速報メールを必要以上に活⽤することは、受信者が緊急速報メール受信
設定をOFFにしてしまい、実際の災害時に緊急速報メールを受信できず、⽣命に関わ
る危険にさらしてしまうリスク等があるため、配信については上記２段階のケースに限定
することとする。
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【参考】緊急速報メールについて
 緊急速報メールとは、⽣命に関わる緊急性の⾼い情報について、特定のエリアの対応端末に配
信するメールである。

 配信可能条件としては、携帯キャリアによって⼀部異なるが、題名15⽂字、本⽂200⽂字が基
本である。



需給ひっ迫警報の発令

需給ひっ迫警報の発令（続報）

• あらゆる供給対策を踏まえても、広域予備率が３％を下回る⾒通しとなっ
た場合、前⽇16:00を⽬途に資源エネルギー庁から警報を発令。

※⾃然災害や電源の計画外停⽌が重なる等、急遽予備率低下が⽣じるケースにおいては、上記スキームに限らず警報等を発令する場合がある。

• 需給状況が前⽇時点から改善がされず更新があった場合や、より厳しい⾒
通しとなった場合、広域予備率が3%未満の場合に資源エネルギー庁から
警報（続報）を発令。

前⽇16:00⽬処

当⽇
※需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合には警報を解除する。

緊急速報メール（対象者︓不⾜ブロック内の携帯ユーザー）の配信
・不⾜ブロック内の携帯ユーザーに「計画停電実施の可能性」を資源エネルギー庁から「緊急速報メール」にて配信。

電⼒需給ひっ迫時の対応（2024年度）

警報発令・節電要請等を⾏った後も広域予備率が１％を下回る⾒通しの場合

※計画停電等を⾏う可能性がある場合、⼀般送配電事業者から実施の可能性を公表する。

需給ひっ迫注意報の発令

前々⽇18:00⽬処
需給ひっ迫準備情報の発信
• 蓋然性のある追加供給⼒対策を踏まえても、広域予備率5％を下回る⾒通しとなった場合、前々⽇18:00を⽬処に⼀般送

配電事業者から需給ひっ迫準備情報の発信
※各⼀般送配電事業者が蓋然性のある追加供給⼒対策を反映したエリア予備率を算出し、電⼒広域的運営推進機関が広域予備率を算定する。
この広域予備率を基に各⼀般送配電事業者が電⼒需給ひっ迫準備情報を発信する。

節電要請

• あらゆる供給対策を踏まえても、広域予備
率が５〜３％の⾒通しとなった場合、前
⽇16:00を⽬途に資源エネルギー庁から
注意報を発令。

※前⽇16:00以降に、気象条件の変化や、電源の計画
外停⽌等により、広域予備率3％未満の⾒通しとなった
場合は急きょ警報発令となることがあり得る。

※需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合には
注意報を解除する。

計画停電の実施を発表
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※切迫度に応じて、節電要請の内容を変更

実需給の
２時間程度前 ・「計画停電の実施」を、資源エネルギー庁から「緊急速報メール」にて配信。

修正版
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緊急速報メールの配信⽂案について
 電⼒需給ひっ迫時においては、迅速かつ正確に情報を配信する必要があるため①計画
停電実施の可能性（最終の節電要請） 及び、②計画停電の実施について、状況に
より多少の変更はあるものの以下の⽂案のとおり緊急速報メールを配信することとする。

メール⽂案
（①計画停電実施の可能性（最終の節電要請） ）

【緊急】電⼒需給ひっ迫
題名︓（11⽂字）

本⽇●●電⼒管内で、電⼒が著しく不⾜してい
ます。このままでは計画停電または広範囲での予
測不能な⼤規模停電が発⽣する可能性がありま
す。停電を回避するため、●●︓●●から
●●︓●●までは最低限必要な電気の使⽤にと
どめ、より⼀層の節電へ御協⼒のほどお願いいたし
ます。経済産業省

本⽂︓（135⽂字）

メール⽂案
（②計画停電の実施）

【緊急】計画停電
題名︓（8⽂字）

本⽇●●電⼒管内で、電⼒需給が極めて厳し
く、広範囲での予測不能な⼤規模停電を回避す
るため、2時間後（●●︓●●）を⽬処に、対
象地域ごとに計画的な停電を実施します。御不
便おかけしますが、御理解・御協⼒のほどお願いい
たします。経済産業省

本⽂:（116⽂字）
※電⼒需給ひっ迫状況に応じてメール⽂案を修正し配信することとする。


